
電気通信設備の自前工事及び自前保守に関する契約書

東日本電信電話株式会社（以下「甲」という。）及び●●（以下「乙」という。）は、甲の電気通信事業法第３３条 第２項及び第７項に基づく第1種指定電気通信設備との接続に関する契約約款（平成１１年東相制第９９－２号）（以下「公表約款」という。）に基づき、甲乙間の相互接続に必要となる乙の設備等（以下「対象設備」という。）の設置を乙が自ら実施すること（以下「自前工事」という。）及び、対象設備の保守を乙が自ら実施すること（以下 「自前保守」という。）について、以下のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

（目的）

第1条 本契約は、乙が自前工事及び自前保守を実施するために必要となる甲の通信用建物等への
立入り、設計に関する手続、立会い及び施工結果確認等の手続等に関する事務処理を規定する。なお、本契約中、公表約款を適用する場合、公表約款中「当社」とあるのは「甲」に、「接続申込者」ないし「協定事業者」とあるのは「乙」に読み替えるものとする。 

２ 乙は、自前工事及び自前保守に関し、法令等に基づき直接行う必要がある手続を行うものとし、
甲は、乙の手続きに協力するものとする。

３ 自前工事及び自前保守に伴う必要な許認可等は、甲乙それぞれが工事着手までに完了するものと
する。 

（通信用建物等への立入り）

第2条 乙は公表約款第１０条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）の規定により、甲が相互
接続点調査回答等において設置可能とした通信用建物内等に設置する対象設備の自前工事及び自前保守を実施するために、 乙または乙が指定する者が甲の通信用建物等へ立ち入ることができるものとする。 

（自前工事・自前保守の申込） 

第3条 乙は自前工事又は自前保守を実施する場合は、甲に対して自前工事実施申込書の書面によ  

り甲の各支店に申込を行うものとする。

（自前工事・自前保守の承諾） 

第4条 甲は自前工事又は自前保守の実施申込があった場合は、自前工事実施申込を承諾した証と
して書面（以下「自前工事承諾書」という。）により自前工事実施申込書の到達日から原則５営業日以内に通知するものとする。なお、通知に関する事務処理は電子媒体による実施も可能とする。但し、自前工事実施申込書に記された工事着工予定日から工事完了予定日（新たな電力の利用がない場合）若しくは電力設備利用開始希望日（新たな電力の利用がある場合）までの間が３ケ月を超える場合は承諾しないことがあるものとする。

２ 乙からの自前工事実施申込書等に必要事項が記載されていない場合は、甲は乙に対して書面で必
要事項の記載を求める場合があるものとする。その際、甲乙間で確認に要する期間は前項の自前
工事承諾書の通知期間及び公表約款９５条の４（接続に必要な装置等の設置に係る標準的期間）
の適用外とするものとする。 

（自前工事実施申込・自前保守の変更等） 

第5条 乙より申込された自前工事又は自前保守の実施申込の内容に変更が発生し、又は発生する
ことが明らかになった場合は、乙は直ちに甲に通知し、協議するものとする。
２ 乙は前項の協議により自前工事実施申込の申込内容を変更する場合は、変更内容を書面にて甲に
通知するものとする。 
３ 自前工事実施申込書到達から工事等の完了するまでの間に、乙より甲に対して当該自前工事又は
自前保守の中止依頼を書面により通知した場合、甲は設計、施工、その他当該自前工事又は自前保守に関する作業を中止するものとする。 
４ 甲又は乙は、次の各号に該当する場合は、甲乙協議のうえ、設計条件の変更、施工方法の変更、
工事内容の 変更又は工事の全部若しくは一部の一時中止を行うことができる。 
（1） 天災地変その他の不可抗力（電波伝搬路障害を含む。）により、工事用物品等に損害を生
じ又は工事現場の状態が変動したため、自前工事を継続できないと認められる場合。 
（2） 乙に、地下状況等設計時に予測できない事由が発生したことにより自前工事の継続が困
難となった場合。 
（3） 住民問題等乙の責に帰すべからざる事由が発生したことにより自前工事の継続が困難と
なった場合。 
（工事責任者及び管理責任者の配置） 
第6条 甲及び乙は、自前工事及び自前保守の履行にあたり、自前工事の場合は工事責任者、自前
保守の場合は管理責任者を定め、相互に通知することとし、工事責任者及び管理責任者を変更し
た時も同様とするものとする。なお、通知に関する事務処理は電子媒体による実施も可能とする。 
２ 工事責任者は本契約に基づく甲又は乙それぞれの権限とされる事項のうち甲又は乙が必要と認
めて工事責任者に委任したもののほか、次に掲げる権限を有する者とする。 
（１）自前工事実施申込等に関する事務手続 
（２）自前工事の履行についての設計図面の承認、細部の実施方法の確認 
（３）自前工事実施計画書の工事予定表の確認及び調整 
（４）自前工事に関する各種費用通知と協議
（５）自前工事に関する各種費用の請求等 
（６）自前工事等の制限に関する事務手続き 
３ 管理責任者は本契約に基づく甲又は乙それぞれの権限とされる事項のうち甲又は乙が必要と認
めて管理責任者に委任したもののほか、次に掲げる権限を有する者とする。 
（１）自前保守に関する各種費用通知と協議 
（２）自前保守に関する各種費用の請求等 
（３）自前保守等の制限に関する事務手続き 
４ 甲及び乙は、２名以上の工事責任者及び管理責任者に前２項及び３項の権限を分担させたときは、
それぞれの工事責任者及び管理責任者の有する権限の内容を、書面によりそれぞれ相手方に通
知するものとする。なお、通知に関する事務処理は電子媒体による実施も可能とする。 
（自前工事及び自前保守の制限）
第7条 自前工事及び自前保守等の制限については公表約款第９５条の５（工事等の制限）による
ものとする。
（乙の対象設備の設置を行うものの指定条件）
第8条 乙は公表約款第９５条の３（接続申込者等が接続に必要な装置等の設置又は保守を行う場
合の立入り）による場合、乙が指定したものを甲の通信用建物等へ立ち入ることができるものと
する。但し、乙の対象設備の設置 を行うもの（以下「施工会社」という。）の指定は次にあげる
各号の条件を満たすものとする。
（１）建設業法における電気通信工事業の許可を受けており、かつ建設業法における経営事
項審査を受け 最新の評点が１，０００点以上を有する会社であること。 
（２）甲の業務について、委託されている会社であること。 
ただし、共通信号線、通信電力線の接続・切断及び通電中の電力設備工事等施工ミスが通信
用建物内の全設 備に影響を及ぼすおそれがある工程については、当該工程の施工実績のある会
社の施工とする。 
２ 乙のキャビネット内に限った工事についての施工会社選定については制限を特に設けないもの
とする。
３ 乙は工事の施工、又は保守の実施によって、乙の責めに帰すべき事由により甲又は第三者に損害
を及ぼす事象が発生した場合は、その事象の発生した日以降の自前工事又は自前保守の中止、又はこれらについて条件を付す場合があるものとし、この場合は甲より乙へ協議の申し入れを行うものとする。 
（設計） 
第9条 甲は乙からの自前工事実施申込により設計を行うこととする。通信用建物内に係る設計は
甲が全て実施することとする。 
２ 甲は、新たな電力設備利用を開始する乙の自前工事に係る設計が終了した時点で、設計完了の報
告と同時に電力供給可能日を通知する。但し、乙の自前工事実施申込書に記載された、電力設備
利用開始希望日に対して甲が通信用設備等の準備が整わない場合は、別に工事着手前までに乙に
対し、書面にて電力供給可能日を通知する。なお、通知に関する事務処理は電子媒体による実施
も可能とする。 
３ 乙の所外ケーブル敷設（同時に実施される甲の通信用建物内に設置する乙の光主配線盤までのケ
ーブル敷設を含みます。）に関する設計を実施する場合は、乙が自ら設計を行うことができるも
のとする。その場合、甲からの基本的指示事項（自前工事・保守マニュアル及び他事業者様設備
自前工事条件書）に従うこととし、着工前までに甲へ設計図面を提示し、甲の書面による承認を得ることとする。なお、通知に関する事務処理は電子媒体による実施も可能とする。 
４ 乙が自ら設計を行う場合、甲は自前工事の設計に必要な図面、資料を乙へ貸与することとし、乙
は甲が別に定める期日までに返還するものとする。
５ 乙が自ら設計を実施するために必要な通信用建物等への立入りを行う場合は、公表約款第９５条
の３（接続申込者等が接続に必要な装置等の設置又は保守を行う場合の立入り）の規定による
ものとする。
６ 甲は設計に要した作業時間について、乙へ設計図面を引き渡す時に書面で通知するものとする
なお、通知 に関する事務処理は電子媒体による実施も可能とする。 
（瑕疵）
第１０条 前条において甲の設計した内容に瑕疵が発見された場合であって、甲の責に帰すべき事
由があるときは、甲の費用負担によりその瑕疵を修補する。なお、次の各号に該当する場合の費
用負担は、甲乙協議によるものとする。 
（１）天災地変その他の不可抗力（電波伝搬路障害を含む。）により、工事用物品等に損害を
生じ又は工事現場の状態が変動したと認められる場合。 
（２）地下状況等設計時に予測できない事由が発生した場合。 
（３）住民問題等乙の責に帰すべからざる事由が発生した場合。
２ 瑕疵期間は次のとおりとする。 
（１）工事着手したものについては、施工結果確認が完了する日まで 
（２）上記以外については、乙が甲から設計図面を引き渡された日から１ヶ月 
（着工打ち合わせ） 
第１１条 原則、乙は甲より設計図面等の通知を受領した後、速やかに着工打ち合わせ依頼により着
工打ち合わせを行うこととする。着工打ち合わせ依頼には自前工事実施計画書を添付するものと
する。なお、通知に関する事務処理は電子媒体により実施するものとする。 
２ 自前工事実施計画書は通信用建物ごとに実施線表を作成することとし、工事着工日、電力設備利
用希望日若しくは電力供給可能日及び工事完了予定日、施工結果確認予定日を記載するものとす
る。 
３ 着工打ち合わせには、工事責任者（工事責任者が参加できない場合は工事責任者が指定した者）
が出席し、打ち合わせに要した費用については、公表約款第６８条（手続費の支払い義務）に基
づき、乙が負担とするものとする。 
（施工及び保守） 
第１２条 乙は、自前工事及び自前保守の実施にあたっては、甲より別途提示する自前工事・保守マ
ニュアル及び他事業者様設備自前工事条件書に従うものとする。 
２ 施工結果確認後において甲が乙に対象設備の設置状況の確認を求めた場合には、乙は甲に協力す
る義務を負うものとする。 
（工事着手と工事完了）
 第１３条 通信用建物内等に対象設備を設置又は撤去するための工事を実施するために、次の各号
に示す行為を行った日のいずれか早い日を工事着手日とするものとする。 
（１）甲の通信用建物内等に乙が指定した者が施工をするための準備を目的として立ち入る日 
（２）甲の通信用建物内等に乙が指定した者が対象設備の設置等に係る施工を目的として立ち入
る日 
（３）甲の通信用建物内に乙が指定した者が対象設備の設置に必要な機器を通信用建物内等へ搬
入、搬出する日
２ 乙の自前工事実施申込の工程が全て完了する日を工事完了予定日とするものとする。なお、当該
自前工事の一部分を工事完了日以前に使用する場合（以下「部分使用」という。）、本契約第５条（自前工事実施申込・ 自前保守の変更等）により乙は甲に書面で通知するものとする。なお、
通知に関する事務処理は電子媒体による実施も可能とする。 
（立会い）
 第１４条 自前工事及び自前保守を実施するうえで、甲の通信用設備との接続等の作業を行う場合
であって、公表約款第９５条の３（接続申込者等が接続に必要な装置等の設置又は保守を行う場
合の立入り）第１項各号に該当する場合は、甲又は甲の指定した者が立会うものとし、立会い
の実施にあたっては、公表約款第９５条の３（接続申込者等が接続に必要な装置等の設置又は保
守を行う場合の立入り）第２項より行うものとする。 
２ 立会いを必要とする作業は、次の各号に規定するものとする。 
（１）対象設備の設置に係る作業のうち、乙の対象設備を甲の通信用建物に搬入するとき。 
（２）乙の対象設備を甲の通信用設備（光主配線盤、電力設備等）に接続若しくは切断するとき。 
（３）他の電気通信事業者が設置する電気通信設備に支障を与えるおそれがある作業を行うとき。 
（４）甲の発電設備、受電設備又は蓄電池設備が設置されている場所に立ち入るとき。 
（５）乙が甲の通信用建物に立入り工事を行う場所における作業環境の説明その他甲との作業内容について確認及び調整を行うとき。 
（６）甲の通信用建物に甲の指定電気通信設備の保守作業を実施するものが常時滞在しておらず、かつ、当該通信用建物への入退出を自動的に管理する装置が設置されていないとき。なお、甲の通信用建物以外の建物へ立入りを行う場合にも準用するものとする。
（７）乙が指定する者が属する団体が甲の通信用建物等において工事又は保守を行ったことがなく、甲又は他の電気通信事業者が設置する電気通信設備に支障を与えるおそれがあるとき。 
（８）乙からの立会いの依頼があったとき。
（施工結果確認） 
第１５条 乙の自前工事が完了した時は、乙は完了から５営業日以内に甲に対象設備の設置の確認
以下「施工結果確認」という。）依頼を書面により行うものとする。なお、通知に関する事務
処理は電子媒体による実施も可能とする。 
２ 甲は乙から施工結果確認依頼を受領した日から起算して１４日以内に、乙が自前工事で設置した
対象設備について設置場所、出来型、配線方法等について設計図面等により指定した内容のとお
りに設置されているか確認するものとする。 
３ 施工結果確認を受けた内容に不備な点がある場合、乙は手直しを行うこととし、手直し後改めて
甲に施工結果確認依頼の手続を行うものとする。但し、甲が対象設備の設置場所において施工結
果確認を実施する場合においては不備な点が僅かなもので、その場での手直しが可能な場合は、
甲の施工結果確認を行う者の了解のうえ手直しすることを可能とする。その場合、手直しを行う
間、甲の施工結果を行う者は拘束されているとみなすものとする。
４ 対象設備の設置場所において施工結果確認を実施する場合、甲は施工結果確認結果を施工結果確
認の当日に乙の指定する者に通知するとともに、通知日から５営業日以内に書面で乙に通知するものとする。また、乙が撮影した写真により確認を行う場合（以下、「施工結果確認を写真により実施する場合」という。）は、施工結果確認から５営業日以内に書面で乙に通知するものとする。なお、通知に関する事務処理は電子媒体による実施も可能とする。
（費用の算定）
第１６条 費用の算定は、甲の公表約款料金表第２表(工事費及び手続費)第２(手続費)の規定を適
用するものとし、甲が算定するものとする。
２ 乙の対象設備の設置に付随する甲の設計、対象設備の新設及び撤去の施工結果確認を対象設備の
設置場所において実施する場合並びに対象設備の撤去（施工が乙のキャビネットラック内に
終始する場合に限る。）の施工結果確認を写真により実施する場合は、公表約款料金表第２表(工
事費及び手続費)第２(手続費)２－１の規定 を適用するものとする。ただし、乙が対象設備を設置するとき（施工が乙のキャビネットラック内に終始する場合 に限る。）又はケーブル（二重床フロアの同一架列に設置されたキャビネットラック間（乙設備と甲設備の間を除く。）を接続するものに限る。）を新設若しくは撤去するときに施工結果確認を写真により実施する場合は、公表約款料金表第２表(工事費及び手続費)第２(手続費)２－２（４）自前工事調整等作業費を適用するものとする。甲の実施する工事調整については、公表約款料金表第２表(工事費及び手続費)第２(手続費)２－２（４）自前工事調整等 作業費を適用する。その他の作業に要する費用については、当該作業に要した作業時間に公表約款の作業単金 を乗じて算定するものとする。 
３ 立会費については、公表約款料金表第２表(工事費及び手続費)第２(手続費)２－１（１０）立会
費により算定するものとする。 
（端数処理）
 第１７条 端数処理については公表約款第８２条（端数処理）によることとする。
（費用の負担）
第１８条 甲は公表約款第６８条（手続費の支払義務）に規定された手続費のうち、乙からの自前
工事又は自前保守実施申込により生じた自前工事調整等作業費、立会費等について乙に費用負担を求めることができるものとする。 
２ 自前工事調整等作業費は、設計、電力設備利用開始希望日の調整等、甲の通信用設備との工事等
調整、施工結果確認、工事着工打ち合わせ等に要した作業時間を含むものとする。
３ 立会費は、本契約第１４条（立会い）の規定により自前工事及び自前保守において立会を行った
場合に要した費用とする。 
４ 乙は本契約第５条（自前工事実施申込・自前保守の変更等）３項により自前工事実施申込を中止
した場合は、甲がそれまでに要した設計費用、通信用設備の準備、立会、工事調整等に要した費
用相当を甲に支払うものとする。 なお、第１０条（瑕疵）第１項の各号に該当する場合により中止した場合の費用負担は甲乙協議によるものとする。 
（費用の通知）
第１９条 甲は本契約第１６条（費用の算定）に規定する各費用を項目毎に算定し、乙に書面で通
知するものとする。 
２ 費用の通知は、原則として項目毎の作業完了後、速やかに通知するものとする。なお、通知に関
する事務処理は電子媒体による実施も可能とする。
（請求書発行と支払方法） 
第２０条 前条で通知した費用負担額に対し異議がある場合は、通知後５営業日以内に甲へ通知する
こととし、甲乙協議を行うこととする。ただし、その協議開始から１ヶ月を超える場合であって、甲の費用算定に重大な過失がないときは、乙は第１６条（費用の算定）により算定した費用を甲の請求書に基づき支払うことを要するものとする。なお、甲乙協議の結果、乙が支払った金額に過不足が認められたときは、甲乙はその部分について精算を行うものとする。なお、通知に関する事務処理は電子媒体による実施も可能とする。 
２ 甲は前項の通知がない場合、乙に請求書を発行することとする。
３ 原則として毎月分を翌月１０日までに、乙に対し前条により通知した月額相当分に消費税等相当額を加算のうえ請求を行い、乙はその月の末日（末日が休日となる場合は、翌営業日とする。）までに甲に支払うものとする。 
４ 請求後に甲乙協議により過不足が認められたときは、甲乙はその部分について精算を行うものと
する。 
（費用の精算） 
第２１条 遡及適用については公表約款第７５条（工事費及び手続費等の遡及適用）によることとする。 但し、違約金、共同収容については公表約款第７５条（工事費及び手続費等の遡及適用）によらないこととする。 
（違約金及び延滞利息）
第２２条 乙は、自前工事の申込みが当社に到達した日から工事が完了するまでの間に相互接続点
の設置の撤回を行なったときは、公表約款第７８条の３（通信用建物等に相互接続点を設置する等の手続きに係る違約金）の規定に基づき、違約金を甲に支払うものとする。 
２ 延滞利息については公表約款第７９条（延滞利息）によるものとする。 
（不可抗力等による損害）
第２３条 天災地変その他の不可抗力により、乙の工事の出来形部分、工事仮設物、現場搬入済の建
設用物品又は建設機械器具等に損害が生じたとき、甲は乙の当該損害について一切の責を負わないものとする。 
（甲又は第三者への損害） 
第２４条 乙は、自前工事及び自前保守にあたり、乙の責めに帰すべき事由により甲又は第三者に対
して損害を与える恐れがあるときは、あらかじめ必要な予防措置を講ずるものとする。 
２ 乙は工事の施工及び保守作業によって、乙の責めに帰すべき事由により甲又は第三者に損害を及
ぼしたときはその損害を賠償しなければならないものとする。 
（接続停止と協定解除）
第２５条 甲は、乙が公表約款、甲の非指定電気通信設備との接続に関する契約約款（以下「任意
約款」という。）若しくは甲と乙の間で締結された相互接続協定書（以下、「協定」という。）に定める接続に係る料金その他の債務のいずれかについて支払義務を履行しない場合又は公表約款、任意約款若しくは協定の規定のいずれかに違反した場合は、 公表約款第６０条（接続の停止）（任意約款において準用する場合を含む。）に基づき乙との接続の全てを停止することができるものとする。
２ 前項に定める接続停止又は公表約款第４５条（当社が行う協定の解除）（任意約款において準用
する場合を含む。）に基づく協定解除の実施に伴い、甲若しくは乙の契約者又は利用者（以下「契
約者等」という。）から甲に対する問い合わせ、苦情等が発生した場合は、甲は乙の連絡先を案内することとし、その後は全て乙が対応するものとする。 
３ 乙は、甲から接続停止を予告された場合であって、接続停止予定日までにその料金その他の債務を支払うことができないときは、契約者等が不測の損害を受けないよう、契約者等に対して自らの役務提供が停止される旨を予め通知・公表しなければならないものとする。この場合において、乙が行う通知・公表に要する費用については、乙が全額負担するものとし、甲はその通知・公表について一切の責めを負わないものとする。 
４ 前２項の規定にかかわらず、甲が契約者等からの苦情、訴え等に対応せざるを得なかったとき又は損害賠償の請求に応じざるを得なかったときは、その対応に要した費用及び損害賠償額に相当する金額を乙に求償するものとする。 
５ 協定を解除する場合において、乙は、甲の電気通信設備及び電力設備、空気調整設備、二重床その他対象設備の設置に付随して利用する周辺設備等を甲が原状復旧するために要する費用を負担しなければならない。 
６ 協定を解除する場合において、乙は対象設備及びその他その装置等に付随して設置する周辺装置等（以下 「接続装置等」といいます。）を速やかに撤去（通信用建物の敷地外に搬出することを含みます。以下同じとします。）しなければならない。 
７ 前項の場合において、乙が接続装置等を速やかに撤去しないときは、甲は撤去期限を定めた催告を行うこととし、その期間内に乙が接続装置等を撤去しない場合には、乙がその接続装置等に係る所有権その他一切の権利を放棄したものとみなして、甲はその接続装置等に係る一切の管理責任を免れ、接続装置等を撤去することができるものとする。この場合において、甲が乙の接続装置等を撤去するために要する費用は、乙が全額負担するものとする。 
（権利及び義務の譲渡） 
第２６条 甲又は乙は、あらかじめ相手方の書面による承諾がない限り、本契約上の権利又は義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡又は担保の用に供してはならない。
（契約の解除） 
第２７条 甲又は乙は、相手方が本契約に規定する義務に違反した場合において、当該義務違反によ
り本契約を継続することが困難であると認められるに至ったときは、本契約を解除できるものとする。 
２ 協定が解除された場合は、本契約は解除されるものとする。
３ 天災、火災、その他の不可抗力等の甲乙いずれの責にも帰すことができない事由により、通信用建物等の設置、維持、運用の続行が不可能と甲が判断したときは、甲及び乙は、本契約を解除できるものとする。 
（守秘義務） 
第２８条 甲及び乙は、本契約の履行に際し知り得た、互いの業務上、技術上、その他一切の機密を、互いの責任による適切な管理のもとに秘密として取り扱い、本契約存続中及び終了後といえども、知り得た機密について、 第三者に開示し、漏洩し、又は本契約に定める目的以外の目的に使用してはならないものとする。また、乙が自前工事及び自前保守を第三者に委託する場合、本契約と同等の守秘義務を定めた契約を締結しなければならないものとする。但し、あらかじめ相手方の同意を得た場合又は自己の責によらず公知の事実となった場合はこの限りでないものとする。
２ 甲及び乙は、相手から受領した機密を含む文書またはその要約について、本契約に定める目的の遂行のために必要な部数を複製することが出来るものとする。ただし、その配布については当該文書等の内容を知る必要のある者に限定し、同一の性質を有する自己の情報についてと同様の注意をもって保管、管理するものとする。 
３ 本契約の有効期間が終了した場合であっても、本条に規定する守秘義務は協定が解除されるまでの間は有効に存続するものとし、協定が解除された後も5年の間なお有効に存続するものとする。 
（契約期間）
第２９条　本契約書の有効期間は、20●●年●月●日より効力を有するものとし、20●●年●月●日までとする。但し、満了の日の6ケ月前までに甲又は乙いずれからも契約終了の申し出がない場合、期間満了の日の翌日から1年間これを延長するものとし、その後もまた同様とする。
（管轄裁判所）
第３０条 本契約に関する訴訟については、訴額に応じ甲の所在地を管轄する地方裁判所又は簡易裁
判所を第一審専属的合意管轄裁判所とする。 
（その他の事項）
第３１条 本契約に定めのない事項については、公表約款の規定によるものとし、公表約款にも定
めのない事項については、甲乙間で協議の上、必要な措置を講ずるものとする。 
２ 甲及び乙は、本契約の条項の解釈について疑義が生じた場合は、電気通信事業法その他の法令及
び慣行に従い、誠意をもって協議し、すみやかに解決を図るものとする。 
３ 本契約の規定に係わらず、公表約款が変更又は追加され、本契約と相違が生じた場合は、公表約
款の規定によるものとする。 
本契約の証として本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ各１通を保有するものとする。 
２０●●年●月●日

甲　東京都新宿区西新宿三丁目１９番２号

東日本電信電話株式会社

相互接続推進部長　　●●　●●
乙　●●●●
７号文書


（収入印紙）
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